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編 章 節 項 項目見出し 現行条文 編 章 節 項 項目見出し 新条文 改正理由

1 1 1 15 （4） 受注者は、三重県低入札価格調査実施要領第１１条に規定する
専任の担当技術者を定め、現場代理人等選任通知書を、工事契
約締結時に発注者に提出しなければならない。

1 1 1 15 （4） 受注者は、三重県低入札価格調査実施要領第７条に規定する専
任の担当技術者を定め、現場代理人等選任通知書を、工事契約
締結時に発注者に提出しなければならない。

三重県低入札価格調査実施要領の改正
による

1 1 1 32 1.安全指針等の
遵守

受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術
審議官通達、平成21年3月31日）、建設機械施工安全技術指針
（国土交通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建
設施工企画課長通達、平成17年3月31日）、「港湾工事安全施工
指針（社）日本埋立浚渫協会」、「潜水作業安全施工指針
（社）日本潜水協会」及び「作業船団安全運航指針（社）日本
海上起重技術協会」、JIS A 8972（斜面・法面工事用仮設設
備）を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災
害の防止を図らなければならない。ただし、これらの指針は当
該工事の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。

1 1 1 32 1.安全指針等の
遵守

受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術
審議官通達、平成29年3月31日）、建設機械施工安全技術指針
（国土交通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建
設施工企画課長通達、平成17年3月31日）、「港湾工事安全施工
指針（社）日本埋立浚渫協会」、「潜水作業安全施工指針
（社）日本潜水協会」及び「作業船団安全運航指針（社）日本
海上起重技術協会」、JIS A 8972（斜面・法面工事用仮設設
備）を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災
害の防止を図らなければならない。ただし、これらの指針は当
該工事の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。

法令等の改正

1 1 1 32 7.イメージアッ
プ

受注者は、工事現場のイメージアップを図るため、現場事務
所、作業員宿舎、休憩所または作業環境等の改善を行い、快適
な職場を形成するとともに、地域との積極的なコミュニケー
ション及び現場周辺の美装化に努めるものとする。

1 1 1 32 7.現場環境改善
（イメージアッ
プ）

受注者は、工事現場の現場環境改善を図るため、現場事務所、
作業員宿舎、休憩所または作業環境等の改善を行い、快適な職
場を形成するとともに、地域との積極的なコミュニケーション
及び現場周辺の美装化に努めるものとする。

土木工事積算基準に準拠

1 1 1 32 19.安全衛生協議
会の設置

監督員が、労働安全衛生法（平成26年6月改正 法律第82号）第
30条第1項に規定する措置を講じるものとして、同条第2項の規
定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従う
ものとする。

1 1 1 32 19.安全衛生協議
会の設置

監督員が、労働安全衛生法（平成27年5月改正 法律第17号）第
30条第1項に規定する措置を講じるものとして、同条第2項の規
定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従う
ものとする。

法令等の改正

1 1 1 32 20.安全優先 受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労
働安全衛生法（平成26年6月改正 法律第82号）等関連法令に基
づく措置を常に講じておくものとする。
特に重機械の運転、電気設備等については、関係法令に基づい
て適切な措置を講じておかなければならない。

1 1 1 32 20.安全優先 受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労
働安全衛生法（平成27年5月改正 法律第17号）等関連法令に基
づく措置を常に講じておくものとする。
特に重機械の運転、電気設備等については、関係法令に基づい
て適切な措置を講じておかなければならない。

法令等の改正

1 1 1 36 2.排出ガス対策
型建設機械

受注者は、工事の施工にあたり表1-1-1に示す建設機械を使用す
る場合は、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律(平
成17年法律第51号）」に基づく技術基準に適合する特定特殊自
動車、または、「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成3年10
月8日付建設省経機発第249号）」、「排出ガス対策型建設機械
の普及促進に関する規程（平成18年3月17日付国土交通省告示第
348号）」もしくは「第3次排出ガス対策型建設機械指定要領
（平成18年3月17日付国総施第215号）」に基づき指定された排
出ガス対策型建機械（以下「排出ガス対策型建設機械等」とい
う。）を使用しなければならない。

排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督員が認
めた場合は、平成７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械
の排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開発目標で実
施された民間開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設
技審査証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した
建設機械を使用することができるが、これにより難い場合は、
監督員と協議するものとする。

1 1 1 36 2.排出ガス対策
型建設機械

受注者は、工事の施工にあたり表1-1-1に示す建設機械を使用す
る場合は、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律(平
成27年6月改正法律第50号）」に基づく技術基準に適合する特定
特殊自動車、または、「排出ガス対策型建設機械指定要領（平
成3年10月8日付建設省経機発第249号）」、「排出ガス対策型建
設機械の普及促進に関する規程（最終改正平成24年3月23日付国
土交通省告示第318号）」もしくは「第3次排出ガス対策型建設
機械指定要領（最終改訂平成23年7月13日付国総環リ第1号）」
に基づき指定された排出ガス対策型建機械（以下「排出ガス対
策型建設機械等」という。）を使用しなければならない。

排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督員が認
めた場合は、平成７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械
の排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開発目標で実
施された民間開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設
技審査証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した
建設機械を使用することができるが、これにより難い場合は、
監督員と協議するものとする。

法令等の改正

現 行 一 部 改 正

※簡単な誤字の訂正、表現の統一、同内容の再掲、条ずれ等は省略。
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編 章 節 項 項目見出し 現行条文 編 章 節 項 項目見出し 新条文 改正理由

現 行 一 部 改 正

※簡単な誤字の訂正、表現の統一、同内容の再掲、条ずれ等は省略。

1 1 1 36 10.特定調達品目 受注者は、資材、工法、建設機械または目的物の使用にあたっ
ては、環境物品等（国等による環境物品等の調達の推進等に関
する法律（平成15年7月改正 法律第119号。「グリーン購入法」
という。）第2条に規定する環境物品等をいう。）の使用を積極
的に推進するものとする。グリーン購入法第6条の規定に基づく
「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」で定める特定調
達品目を使用する場合には、原則として、判断の基準を満たす
ものを使用するものとする。なお、事業ごとの特性、必要とさ
れる強度や耐久性、機能の確保、コスト等の影響により、これ
により難い場合は、監督員と協議する。

1 1 1 36 10.特定調達品目 受注者は、資材（材料及び機材を含む）、工法、建設機械また
は目的物の使用にあたっては、環境物品等（国等による環境物
品等の調達の推進等に関する法律（平成27年9月改正 法律第66
号。「グリーン購入法」という。）第2条に規定する環境物品等
をいう。）の使用を積極的に推進するものとする。

法令等の改正

環境省「環境物品等の調達の推進に関
する基本方針」（平成28年2月）に準
拠

1 1 1 36 1 1 1 36 （1） グリーン購入法第6条の規定に基づく「環境物品等の調達の推進
に関する基本方針」で定める特定調達品目を使用する場合に
は、原則として、判断の基準を満たすものを使用するものとす
る。なお、事業ごとの特性、必要とされる強度や耐久性、機能
の確保、コスト等の影響により、これにより難い場合は、監督
員と協議する。

また、その調達実績の集計結果を監督員に提出するものとす
る。なお、集計及び提出の方法は、設計図書及び監督員の指示
による。

環境省「環境物品等の調達の推進に関
する基本方針」（平成28年2月）に準
拠

1 1 1 36 1 1 1 36 （2） グリーン購入法に基づく環境物品等の調達の推進に関する基本
方針における公共工事の配慮事項に留意すること。

環境省「環境物品等の調達の推進に関
する基本方針」（平成28年2月）に準
拠
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編 章 節 項 項目見出し 現行条文 編 章 節 項 項目見出し 新条文 改正理由

現 行 一 部 改 正

※簡単な誤字の訂正、表現の統一、同内容の再掲、条ずれ等は省略。

1 1 1 38 3.交通安全法令
の遵守

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、
交通の安全について、監督員、道路管理者及び所轄警察署と打
合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する
命令（平成26年5月26日改正 内閣府・国土交通省令第1号）、道
路工事現場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通
知、昭和37年8月30日）、道路工事現場における表示施設等の設
置基準の一部改正について（局長通知 平成18年3月31日 国道利
37号・国道国防第205号）、道路工事現場における工事情報板及
び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課長、
国道・防災課長通知 平成18年3月31日 国道利38号・国道国防第
206号）及び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局国
道第一課通知昭和47年2月）に基づき、安全対策を講じなければ
ならない。

1 1 1 38 3.交通安全法令
の遵守

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、
交通の安全について、監督員、道路管理者及び所轄警察署と打
合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する
命令（平成28年7月15日改正 内閣府・国土交通省令第2号）、道
路工事現場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通
知、昭和37年8月30日）、道路工事現場における表示施設等の設
置基準の一部改正について（局長通知 平成18年3月31日 国道利
37号・国道国防第205号）、道路工事現場における工事情報板及
び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課長、
国道・防災課長通知 平成18年3月31日 国道利38号・国道国防第
206号）及び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局国
道第一課通知昭和47年2月）に基づき、安全対策を講じなければ
ならない。

法令等の改正

1 1 1 38 15.通行許可(1) 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平
成26年5月28日改正 政令第187号）第3条における一般的制限値
を超える車両を通行させるときは、道路法第47条の2に基づく通
行許可を得ていることを確認しなければならない。また、道路
交通法施行令（平成26年4月改正 政令第169号）第22条における
制限を超えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道
路交通法（平成26年6月改正 法律第69号）第57条に基づく許可
を得ていることを確認しなければならない。

1 1 1 38 15.通行許可(1) 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平
成26年5月28日改正 政令第187号）第3条における一般的制限値
を超える車両を通行させるときは、道路法第47条の2に基づく通
行許可を得ていることを確認しなければならない。また、道路
交通法施行令（平成28年7月15日改正 政令第258号）第22条にお
ける制限を超えて建設機械、資材等を積載して運搬するとき
は、道路交通法（平成27年9月改正 法律第76号）第57条に基づ
く許可を得ていることを確認しなければならない。

法令等の改正

1 1 1 48 3.著作権法に規
定される著作物

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成22年
12月3日改正 法律第65号第2条第1項第1号）に規定される著作物
に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するも
のとする。

1 1 1 48 3.著作権法に規
定される著作物

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成28年5
月27日改正 法律第51号第2条第1項第1号）に規定される著作物
に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するも
のとする。

法令等の改正

1 2 10 3 再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（平成26年7月改
正 政令第269号）に規定されている特定化学物質を含まないも
のとし、表2-2-27、表2-2-28、表2-2-29の規格に適合するもの
とする。

1 2 10 3 再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（平成28年11月
改正 政令第343号）に規定されている特定化学物質を含まない
ものとし、表2-2-27、表2-2-28、表2-2-29の規格に適合するも
のとする。

法令等の改正
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編 章 節 項 項目見出し 現行条文 編 章 節 項 項目見出し 新条文 改正理由

現 行 一 部 改 正

※簡単な誤字の訂正、表現の統一、同内容の再掲、条ずれ等は省略。

1 3 3 26 1.一般事項 1 3 3 26 1.一般事項 道路橋示方書・同解説に準拠
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編 章 節 項 項目見出し 現行条文 編 章 節 項 項目見出し 新条文 改正理由

現 行 一 部 改 正

※簡単な誤字の訂正、表現の統一、同内容の再掲、条ずれ等は省略。

1 3 3 33 10.塗装の禁止条
件

1 3 3 33 10.塗装の禁止条
件

鋼道路橋防食便覧に準拠

1 3 3 33 20.検査
（6）①

塗膜厚測定値（5回平均）の平均値は、目標塗膜厚（合計値）の
90％以上とするものとする。

1 3 3 33 20.検査
（6）①

塗膜厚測定値（5回平均）の平均値は、目標塗膜厚合計値の90％
以上とするものとする。

鋼道路橋防食便覧に準拠

1 3 3 33 20.検査
（6）②

塗膜厚測定値（5回平均）の最小値は、目標塗膜厚（合計値）の
70％以上とするものとする。

1 3 3 33 20.検査
（6）②

塗膜厚測定値（5回平均）の最小値は、目標塗膜厚合計値の70％
以上とするものとする。

鋼道路橋防食便覧に準拠

1 3 3 33 20.検査
（6）③

塗膜厚測定値（5回平均）の分布の標準偏差は、目標塗膜厚（合
計）の20％を越えないものとする。ただし、平均値が標準塗膜
厚以上の場合は合格とするものとする。

1 3 3 33 20.検査
（6）③

塗膜厚測定値（5回平均）の分布の標準偏差は、目標塗膜厚合計
値の20％を越えないものとする。ただし、標準偏差が20％を超
えた場合、測定値の平均値が目標塗膜厚合計値より大きい場合
は合格とする。

鋼道路橋防食便覧に準拠

1 3 3 33 20.検査
（6）④

平均値、最小値、標準偏差のうち1つでも不合格の場合はさらに
同数の測定を行い、当初の測定値と合わせて計算した結果が基
準値を満足すれば合格とし、不合格の場合は塗増し、再検査し
なければならない。

1 3 3 33 20.検査
（6）④

平均値、最小値、標準偏差のうち1つでも不合格の場合はさらに
同数の測定を行い、当初の測定値と合わせて計算した結果が管
理基準値を満足すれば合格とし、不合格の場合は、最上層の塗
料を増し塗りして、再検査しなければならない。

鋼道路橋防食便覧に準拠

1 3 3 33 20.検査
（7）

受注者は、塗料の缶貼付ラベルを完全に保ち、開封しないまま
で現場に搬入し、使用しなければならない。
また、受注者は、塗布作業の開始前に出荷証明書、塗料成績表
（製造年月日、ロット番号、色採、数量を明記）の確認を監督
員に受けなければならない。

1 3 3 33 20.検査
（7）

受注者は、塗料の缶貼付ラベルを完全に保ち、開封しないまま
で現場に搬入し、塗料の品質、製造年月日、ロット番号、色彩
及び数量を監督員に提示しなければならない。
また、受注者は、塗布作業の開始前に出荷証明書及び塗料成績
表（製造年月日、ロット番号、色採、数量を明記）を確認し、
記録、保管し、監督員または検査員の請求があった場合は速や
かに提示しなければならない。

表現の適正化
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編 章 節 項 項目見出し 現行条文 編 章 節 項 項目見出し 新条文 改正理由

現 行 一 部 改 正

※簡単な誤字の訂正、表現の統一、同内容の再掲、条ずれ等は省略。

1 3 4 4 3.試験杭の施工 受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書に従って試験杭を
施工しなければならない。また、設計図書に示されていない場
合には、各基礎ごとに、試験杭を施工しなければならない。
なお、設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、設
計図書に示す工事目的物の基礎杭の一部として使用できるよう
に最初の一本を試験杭として施工してもよい。

1 3 4 4 3.試験杭の施工 受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書に従って試験杭を
施工しなければならない。また、設計図書に示されていない場
合には、各基礎ごとに、試験杭を施工しなければならない。
なお、設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、設
計図書に示す工事目的物の基礎杭の一部として使用できるよう
に最初の一本を試験杭として施工してもよい。
また、一本だけで施工管理のための十分な情報が得られない場
合は、次に施工する杭も試験杭として実施することで不足する
情報を補足し、以降の杭施工に反映するものとする。

杭基礎施工便覧に準拠

1 3 4 4 11.中掘り杭工法
による既製杭工
施工

受注者は、中掘り杭工法で既製杭工を施工する場合には、掘削
及び沈設中は土質性状の変化や杭の沈設状況などを観察し、杭
先端部及び杭周辺地盤を乱さないように、沈設するとともに必
要に応じて所定の位置に保持しなければならない。また、先端
処理については、試験杭等の条件に基づいて、管理を適正に行
わなければならない。

1 3 4 4 11.中掘り杭工法
による既製杭工
施工

受注者は、中掘り杭工法で既製杭工を施工する場合には、掘削
及び沈設中は土質性状の変化や杭の沈設状況などを観察し、杭
先端部及び杭周辺地盤を乱さないように、沈設するとともに必
要に応じて所定の位置に保持しなければならない。また、先端
処理については、試験杭等の条件に基づいて、管理を適正に行
わなければならない。杭の掘削・沈設速度は杭径や土質条件に
よって異なるが、試験杭により確認した現場に適した速度で行
う。
なお、施工管理装置は、中掘り掘削・沈設及びセメントミルク
噴出撹拌方式の根固部の築造時、コンクリート打設方式の孔底
処理に必要な施工管理項目について常時表示・記録できるもの
を選定する。

杭基礎施工便覧に準拠

1 3 4 4 18.杭支持層の確
認・記録

受注者は、杭の施工を行うにあたり、JIS A 7201（遠心力コン
クリートくいの施工標準）⑧施工8.3くい施工で、8.3.2埋込み
工法を用いる施工の先端処理方法が、セメントミルク噴出撹拌
方式または、コンクリート打設方式の場合は、杭先端が設計図
書に示された支持層付近に達した時点で支持層の確認をすると
ともに、確認のための資料を整備及び保管し、監督員の請求が
あった場合は、速やかに提示するとともに、工事完成時に監督
員へ提出しなければならない。セメントミルクの噴出撹拌方式
の場合は、受注者は、過度の掘削や長時間の撹拌などによって
杭先端周辺の地盤を乱さないようにしなければならない。

1 3 4 4 18.杭支持層の確
認・記録

受注者は、杭の施工を行うにあたり、JIS A 7201（遠心力コン
クリートくいの施工標準）7施工7.4くい施工で、7.4.2埋込み工
法を用いる施工の先端処理方法が、セメントミルク噴出撹拌方
式または、コンクリート打設方式の場合は、杭先端が設計図書
に示された支持層付近に達した時点で支持層の確認をするとと
もに、確認のための資料を整備及び保管し、監督員の請求が
あった場合は、速やかに提示するとともに、工事完成時に監督
員へ提出しなければならない。セメントミルク噴出撹拌方式の
場合は、受注者は、過度の掘削や長時間の撹拌などによって杭
先端周辺の地盤を乱さないようにしなければならない。

JISに準拠

1 3 4 4 25.鋼管杭・Ｈ鋼
杭の現場継手
（7）

受注者は、降雪雨時、強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接
作業を行ってはならない。ただし、作業が可能なように、遮へ
いした場合等には、設計図書に関して監督員の承諾を得て作業
を行うことができる。また、気温が5℃以下の時は溶接を行って
はならない。ただし、気温が－10～＋5℃の場合で、溶接部から
100mm以内の部分がすべて＋36℃以上に予熱した場合は施工でき
る。

1 3 4 4 25.鋼管杭・Ｈ鋼
杭の現場継手
（7）

受注者は、降雪雨時、強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接
作業を行ってはならない。風は、セルフシールドアーク溶接の
場合には10m/sec以内、ガスシールドアーク溶接の場合には
2m/sec以内とする。ただし、作業が可能なように、遮へいした
場合等には、設計図書に関して監督員の承諾を得て作業を行う
ことができる。また、気温が5℃以下の時は溶接を行ってはなら
ない。ただし、気温が－10～＋5℃の場合で、溶接部から100mm
以内の部分がすべて＋36℃以上に予熱した場合は施工できる。

杭基礎施工便覧に準拠
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編 章 節 項 項目見出し 現行条文 編 章 節 項 項目見出し 新条文 改正理由

現 行 一 部 改 正

※簡単な誤字の訂正、表現の統一、同内容の再掲、条ずれ等は省略。

1 3 4 5 1.試験杭 受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書に従って試験杭を
施工しなければならない。また、設計図書に示されていない場
合には、各基礎ごとに、試験杭を施工しなければならない。
なお、設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、設
計図書に示す工事目的物の基礎杭の一部として使用できるよう
に最初の一本を試験杭として施工してもよい。

1 3 4 5 1.試験杭 受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書に従って試験杭を
施工しなければならない。また、設計図書に示されていない場
合には、各基礎ごとに、試験杭を施工しなければならない。
なお、設計図書に示されていない場合には、各基礎ごとに、設
計図書に示す工事目的物の基礎杭の一部として使用できるよう
に最初の一本を試験杭として施工してもよい。
また、一本だけで施工管理のための十分な情報が得られない場
合は、次に施工する杭も試験杭として実施することで不足する
情報を補足し、以降の杭施工に反映するものとする。

杭基礎施工便覧に準拠

1 3 4 5 12.鉄筋かごの建
込み

受注者は、場所打杭工における鉄筋かごの建込み中及び建込み
後に、湾曲、脱落座屈などを防止するとともに、鉄筋かごに
は、設計図書に示されたかぶりが確保できるように、スペー
サーを同一深さ位置に4ヶ所以上、深さ方向5m間隔以下で取付け
なければならない。

1 3 4 5 12.鉄筋かごの建
込み

受注者は、場所打杭工における鉄筋かごの建込み中及び建込み
後に、湾曲、脱落座屈などを防止するとともに、鉄筋かごに
は、設計図書に示されたかぶりが確保できるように、スペー
サーを同一深さ位置に4ヶ所以上、深さ方向3m間隔程度で取付け
なければならない。特に杭頭部は、位置がずれやすいことから
鉄筋かご円周長に対し500～700mmの間隔で設置するものとす
る。

杭基礎施工便覧に準拠

1 3 4 5 15.コンクリート
打設

受注者は、場所打杭工のコンクリート打込みにあたっては、ト
レミー管を用いたプランジャー方式によるものとし、打込み量
及び打込み高を常に計測しなければならない。これにより難い
場合は、設計図書に関して監督員の承諾を得なければならな
い。また、受注者は、トレミー管下端とコンクリート立上り高
の関係をトレミー管の位置、コンクリート打込み数量より検討
し、トレミー管をコンクリート内に打込み開始時を除き、2m以
上入れておかなければならない.

1 3 4 5 15.コンクリート
打設

受注者は、場所打杭工のコンクリート打込みにあたっては、ト
レミー管を用いたプランジャー方式によるものとし、打込み量
及び打込み高を常に計測しなければならない。これにより難い
場合は、設計図書に関して監督員の承諾を得なければならな
い。また、受注者は、トレミー管下端とコンクリート立上り高
の関係をトレミー管の位置、コンクリート打込み数量より検討
し、トレミー管をコンクリートの上面から打込み開始時を除
き、2m以上入れておかなければならない。

杭基礎施工便覧に準拠

1 3 4 5 17.オールケーシ
ング工法の施工

受注者は、オールケーシング工法の施工におけるケーシング
チューブの引抜きにあたり、鉄筋かごの共上りを起こさないよ
うにするとともに、引抜き最終時を除き、ケーシングチューブ
下端をコンクリート打設面より2m以上コンクリート内に挿入し
ておかなければならない。

1 3 4 5 17.オールケーシ
ング工法の施工

受注者は、オールケーシング工法の施工におけるケーシング
チューブの引抜きにあたり、鉄筋かごの共上りを起こさないよ
うにするとともに、引抜き最終時を除き、ケーシングチューブ
下端をコンクリートの上面から2m以上コンクリート内に挿入し
ておかなければならない。

杭基礎施工便覧に準拠

1 3 4 5 20.鉄筋かご建込
み時の溝壁崩壊
防止

受注者は、リバース工法、アースドリル工法、ダウンザホール
ハンマー工法及び大口径ボーリングマシン工法において鉄筋か
ごを降下させるにあたり、孔壁に接触させて孔壁崩壊を生じさ
せないようにしなければならない。

1 3 4 5 20.鉄筋かご建込
み時の孔壁崩壊
防止

受注者は、リバース工法、アースドリル工法、ダウンザホール
ハンマー工法及び大口径ボーリングマシン工法において鉄筋か
ごを降下させるにあたり、孔壁に接触させて孔壁崩壊を生じさ
せてはならない。

誤字の修正
表現の適正化
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編 章 節 項 項目見出し 現行条文 編 章 節 項 項目見出し 新条文 改正理由

現 行 一 部 改 正

※簡単な誤字の訂正、表現の統一、同内容の再掲、条ずれ等は省略。

2 6 2 0 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解
説 （平成13年）

2 6 2 0 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解
説 （平成27年2月）

基準等の改定

2 6 2 0 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備設計指針（案）同解
説 （平成27年）

2 6 2 0 （削除） 技術基準の統合による廃止

2 9 2 0 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説
編・マニュアル編） （平成26年9月）

2 9 2 0 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説
編・設備計画マニュアル編） （平成28年10月）

基準等の改定

2 9 2 0 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解
説 （平成13年）

2 9 2 0 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解
説 （平成27年2月）

基準等の改定

3 1 2 0 農林水産省、国土交通省 海岸保全施設の技術上の基準について
（平成16年3月）

3 1 2 0 農林水産省、国土交通省 海岸保全施設の技術上の基準について
（平成26年12月）

基準等の改定

3 2 2 0 農林水産省、国土交通省 海岸保全施設の技術上の基準について
（平成16年3月）

3 2 2 0 農林水産省、国土交通省 海岸保全施設の技術上の基準について
（平成26年12月）

基準等の改定

4 1 2 0 4 1 2 0 砂防・地すべり技術センター 砂防ソイルセメント施工便覧
（平成28年版）

適用すべき諸基準の追加

5 1 7 2 4.通水試験 受注者は、冷却管及び附属品の設置が完了したときには、コン
クリートの打込み前に通水試験を行い、監督員の確認を得た後
でなければならない。

5 1 7 2 4.通水試験 受注者は、冷却管及び附属品の設置が完了したときには、コン
クリートの打込み前に通水試験を行い、監督員の確認を得なけ
ればならない。

誤字の修正

6 1 2 0 6 1 2 0 国土交通省 道路土工構造物技術基準 （平成27年3月） 適用すべき諸基準の追加

6 2 2 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （昭和63年12月） 6 2 2 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （平成28年3月） 基準等の改定

6 2 2 0 土木学会 舗装標準示方書 （平成19年3月） 6 2 2 0 土木学会 舗装標準示方書 （平成27年10月） 基準等の改定

6 2 11 1 3.適用規定 受注者は、道路植栽工の施工については、「道路緑化技術基
準・同解説第4章設計・施工」（日本道路協会、昭和63年12月）
の規定、「道路土工要綱」（日本道路協会、平成21年6月）の規
定及び本編10-2-11-3道路植栽工の規定による。これにより難い
場合は、監督員の承諾を得なければならない。

6 2 11 1 3.適用規定 受注者は、道路植栽工の施工については、「道路緑化技術基
準・同解説2-3施工」（日本道路協会、平成28年3月）の規定、
「道路土工要綱」（日本道路協会、平成21年6月）の規定及び本
編10-2-11-3道路植栽工の規定による。これにより難い場合は、
監督員の承諾を得なければならない。

道路緑化技術基準に準拠

6 3 8 9 4.適用規定 受注者は、アンカーフレームの架設については、「鋼道路橋施
工便覧Ⅳ架設編第3章架設工法」（日本道路協会、昭和60年2
月）による。コンクリートの打込みによって移動することがな
いように据付け方法を定め、施工計画書に記載しなければなら
ない。

6 3 8 9 4.適用規定 受注者は、アンカーフレームの架設については、「鋼道路橋施
工便覧Ⅲ現場施工編第3章架設」（日本道路協会、平成27年3
月）による。コンクリートの打込みによって移動することがな
いように据付け方法を定め、施工計画書に記載しなければなら
ない。

鋼道路橋施工便覧に準拠

6 3 8 10 2.仮締めボルト 受注者は、部材の組立てに使用する仮締めボルトとドリフトピ
ンの合計をその箇所の連結ボルト数の1／2以上とし、架設応力
に耐えるだけの仮締めボルトとドリフトピンを用いなければな
らない。

6 3 8 10 （削除） 道路橋示方書・同解説に準拠

6 3 8 11 2.適用規定（2） 受注者は、現場継手工の施工については、「道路橋示方書・同
解説（Ⅱ鋼橋編）18章施工」（日本道路協会、平成24年3月）、
「鋼道路橋施工便覧Ⅳ架設編第2章架設工事」（日本道路協会、
昭和60年2月）の規定による。これ以外による場合は、設計図書
に関して監督員の承諾を得なければならない。

6 3 8 11 2.適用規定（2） 受注者は、現場継手工の施工については、「道路橋示方書・同
解説（Ⅱ鋼橋編）18章施工」（日本道路協会、平成24年3月）、
「鋼道路橋施工便覧Ⅲ現場施工編第3章架設」（日本道路協会、
平成27年3月）の規定による。これ以外による場合は、設計図書
に関して監督員の承諾を得なければならない。

鋼道路橋施工便覧に準拠
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編 章 節 項 項目見出し 現行条文 編 章 節 項 項目見出し 新条文 改正理由

現 行 一 部 改 正

※簡単な誤字の訂正、表現の統一、同内容の再掲、条ずれ等は省略。

6 6 2 0 土木学会 トンネル標準示方書 山岳工法編・同解説 （平成18年
7月）

6 6 2 0 土木学会 トンネル標準示方書 山岳工法編・同解説 （平成28年
8月）

基準等の改定

6 6 2 0 土木学会 トンネル標準示方書 開削工法編・同解説 （平成18年
7月）

6 6 2 0 土木学会 トンネル標準示方書 開削工法編・同解説 （平成28年
8月）

基準等の改定

6 6 2 0 土木学会 トンネル標準示方書 シールド工法編・同解説 （平成
18年7月）

6 6 2 0 土木学会 トンネル標準示方書 シールド工法編・同解説 （平成
28年8月）

基準等の改定

6 6 4 1 2.異常時の処置 受注者は、施工中、自然条件の変化等により、支保工に異常が
生じた場合は、工事を中止し、監督員と協議しなければならな
い。ただし、緊急を要する場合には応急措置をとった後、直ち
にその措置内容を監督員に連絡しなければならない。

6 6 4 1 2.異常時の処置 受注者は、自然条件の変化等により、支保工に異常が生じた場
合は、工事を中止し、監督員と協議しなければならない。ただ
し、緊急を要する場合には応急措置をとった後、直ちにその措
置内容を監督員に連絡しなければならない。

トンネル標準示方書（山岳工法編）に
準拠

6 6 4 4 3.ナット緊結 受注者は、ロックボルトの定着後、ベアリングプレートが掘削
面や吹付けコンクリート面に密着するようにナットで緊結しな
ければならない。

6 6 4 4 3.ナット緊結 受注者は、ロックボルトの定着後、ベアリングプレートが掘削
面や吹付けコンクリート面に密着するように、スパナやパイプ
レンチを用いてナットで緊結しなければならない。

トンネル標準示方書（山岳工法編）に
準拠

6 6 5 3 3.コンクリート
の締固め

受注者は、コンクリートの締固めにあたっては、棒状バイブ
レータを用い、打込み後速やかに締め固めなければならない。
ただし、棒状バイブレータの使用が困難で、かつ型枠に近い場
所には型枠バイブレータを使用して確実に締め固めなければな
らない。

6 6 5 3 3.コンクリート
の締固め

受注者は、コンクリートの締固めにあたっては、棒状バイブ
レータを用い、打込み後速やかに締め固めなければならない。
ただし、棒状バイブレータの使用が困難で、かつ型枠に近い場
所には型枠バイブレータを使用して確実に締め固めなければな
らない。なお、流動性を向上させた中流動コンクリート等を使
用した場合は、材料分離を防止するために内部振動機ではなく
型枠バイブレーターを使用するものとする。

トンネル標準示方書（山岳工法編）に
準拠

6 6 5 3 5.妻型枠の施工 受注者は、妻型枠の施工にあたり、コンクリートの圧力に耐え
られる構造とし、モルタル漏れのないように取り付けなければ
ならない。

6 6 5 3 5.つま型枠の施
工

受注者は、つま型枠の施工にあたり、コンクリートの圧力に耐
えられる構造とし、モルタル漏れのないように取り付けなけれ
ばならない。つま型枠は、防水シートを破損しないように施工
しなければならない。また、溝型枠を設置する場合は、その構
造を十分に検討し不具合のないように施工しなければならな
い。

トンネル標準示方書（山岳工法編）に
準拠

6 8 2 0 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （昭和60年2月） 6 8 2 0 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （平成27年3月） 基準等の改定

6 10 2 0 日本道路協会 道路構造令の解説と運用 （平成16年2月） 6 10 2 0 日本道路協会 道路構造令の解説と運用 （平成27年6月） 基準等の改定

6 11 2 0 土木学会 トンネル標準示方書 シールド工法編・同解説 （平成
18年7月）

6 11 2 0 土木学会 トンネル標準示方書 シールド工法編・同解説 （平成
28年8月）

基準等の改定

6 14 2 0 日本道路協会 道路トンネル維持管理便覧 （平成5年11月） 6 14 2 0 日本道路協会 道路トンネル維持管理便覧（本体工編）（平成27
年6月）

基準等の改定

6 14 2 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （昭和63年12月） 6 14 2 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （平成28年3月） 基準等の改定

6 14 17 3 1.さび落とし清
掃

受注者は、被塗物の表面を塗装に先立ち、さび落とし清掃を行
うものとし、素地調整は設計図書に示す素地調整種別に応じ
て、以下の仕様を適用しなければならない。

6 14 17 3 1.塩分の付着水
洗い

受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸
送を行った場合、その他臨海地域を長距離輸送した場合など部
材に塩分の付着が懸念された場合には、塩分付着量の測定を行
いNaClが50mg/m2以上の時は水洗いする。

表現の適正化
（記載順序の変更）

6 14 17 3 表14-3 素地調整程度と作業内容 6 14 17 3 2.さび落とし清
掃

受注者は、被塗物の表面を塗装に先立ち、さび落とし清掃を行
うものとし、素地調整は設計図書に示す素地調整種別に応じ
て、以下の仕様を適用しなければならない。

表現の適正化
（記載順序の変更）
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編 章 節 項 項目見出し 現行条文 編 章 節 項 項目見出し 新条文 改正理由

現 行 一 部 改 正

※簡単な誤字の訂正、表現の統一、同内容の再掲、条ずれ等は省略。

6 14 17 3 2.塩分の付着水
洗い

受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸
送を行った場合、その他臨海地域を長距離輸送した場合など部
材に塩分の付着が懸念された場合には、塩分付着量の測定を行
いNaClが50mg/m2以上の時は水洗いする。

6 14 17 3 表14-3 素地調整程度と作業内容 表現の適正化
（記載順序の変更）

6 14 18 3 2.裏込め注入の
施工

受注者は、裏込め注入の施工にあたって、縦断方向の施工順序
としては埋設注入管のうち標高の低い側より、遂次高い方へ片
押しで作業しなければならない。また、トンネル横断面内の施
工順序としては、下部から上部へ作業を進めるものとする。

6 14 18 3 2.裏込め注入の
施工

受注者は、裏込め注入の施工にあたって、縦断方向の施工順序
としては埋設注入管のうち標高の低い側より、遂次高い方へ片
押しで作業しなければならない。ただし、覆工コンクリートの
巻厚が薄く、注入材の偏りによって覆工コンクリートが変形
し、新たなひび割れが発生するおそれのある場合には、左右交
互にバランスのとれた注入順序とする。また、トンネル横断面
内の施工順序としては、下部から上部へ作業を進めるものとす
る。

道路トンネル維持管理便覧（本体工
編）に準拠

10 1 2 0 日本公園緑地協会 都市公園技術標準解説書（平成25年度版）
（平成25年6月）

10 1 2 0 日本公園緑地協会 都市公園技術標準解説書（平成28年度版）
（平成28年6月）

基準等の改定

10 1 2 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説（昭和63年12月） 10 1 2 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説（平成28年3月） 基準等の改定

11 1 1 2 (公社)日本水道協会 水道維持管理指針 （2006） 11 1 1 2 (公社)日本水道協会 水道維持管理指針 （2016） 基準等の改定

11 1 1 2 (一社)日本工業用水協会 工業用水道維持管理指針 (1993） 11 1 1 2 (一社)日本工業用水協会 工業用水道維持管理指針 (2015） 基準等の改定

11 7 2 6 様式1 ※ 用紙の大きさは日本工業規格Ａ４とする。
 紙質はケント紙とする。

11 7 2 6 様式1 ※ 用紙の大きさは日本工業規格Ａ４とする。 ケント紙での提出は不要

12 5 2 1 （2） WSP 012-2010 12 5 2 1 （2） WSP 012 農林水産省の改正による

12 5 2 1 （8） WSP 009-2010 12 5 2 1 （8） WSP 009 農林水産省の改正による

12 5 2 1 （9） WSP 002-2010 12 5 2 1 （9） WSP 002 農林水産省の改正による

12 5 2 1 （10） WSP 004-2010 12 5 2 1 （10） WSP 004 農林水産省の改正による

12 5 2 1 （11） WSP A-101-2009 12 5 2 1 （11） WSP A-101 農林水産省の改正による

12 5 2 1 （12） WSP A-102-2009 12 5 2 1 （12） WSP A-102 農林水産省の改正による

12 5 2 1 （13） FRPM-G-1112-2009 12 5 2 1 （13） FRPM-G-112 農林水産省の改正による

12 5 2 1 （14） FRPM-G-2112-2009 (鋼製異形管)遠心力成形管用 12 5 2 1 （14） （削除） 農林水産省の改正による

12 5 6 4 2.据付
（3）塗覆装

４）基礎材が砕石の場合に、塗覆装の保護を目的とし、JWWAK
153-2010に規定されている耐衝撃シートを巻くものとする。な
お、バルブ、可とう管、継輪についても、同様とする。

12 5 6 4 2.据付
（3）塗覆装

４）基礎材が砕石の場合に、接合部の塗覆装の保護を目的と
し、JWWAK 153に規定されている耐衝撃シートを巻くものとす
る。なお、バルブ、可とう管、継輪についても、同様とする。

農林水産省の改正による

12 5 6 5 5. （表中）JWWA K 135－2007 12 5 6 5 5. （表中）JWWA K 135 農林水産省の改正による

12 9 9 5 2.（1） （文中）ＪＳＣＦ―Ｈ101―2013 12 9 9 5 2.（1） （文中）ＪＳＣＦ―Ｈ101 農林水産省の改正による

14 2 4 14 2 4 7 2-4-7
砂利路盤工

1.受注者は、路面仕上げに当たり、中央部を高くし必ず横断勾
配を付けなければならない。
なお、横断勾配は、設計図書によるものとする。
2.受注者は、敷砂利の施工に当たり、敷厚が均一になるよう仕
上げなければならない。

林野庁の改正による
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編 章 節 項 項目見出し 現行条文 編 章 節 項 項目見出し 新条文 改正理由

現 行 一 部 改 正

※簡単な誤字の訂正、表現の統一、同内容の再掲、条ずれ等は省略。

14 2 14 2 13 1 第13節 踏掛版工
2-13-1 一般事項

1.適用工種
本節は、踏掛版工として作業土工（床掘り、埋戻し）、踏掛版
工その他これらに類する工種について定める。
2.障害物がある場合の処置
受注者は、踏掛版工の施工にあたり、障害物がある場合など
は、速やかに監督員に連絡し、設計図書に関して監督員と協議
しなければならない。
3.適用規定
受注者は、踏掛版工の施工について、「道路土工-盛土工指針」
（日本道路協会、平成22年4月）の踏掛版及び施工の規定、第10
編2-7-4踏掛版工の規定による。これにより難い場合は、監督員
の承諾を得なければならない。

林野庁の改正による

14 2 14 2 13 2 2-13-2 材料 踏掛版工で使用する材料については、第６編2-7-2材料の規定に
よる。

林野庁の改正による

14 2 14 2 13 3 2-13-3 作業土工
（床掘り・埋戻
し）

作業土工の施工については、第６編2-7-3作業土工（床掘り・埋
戻し）の規定による。

林野庁の改正による

14 2 14 2 13 4 2-13-4 踏掛版工 踏掛版工の施工については、第６編2-7-4踏掛版工の規定によ
る。

林野庁の改正による

14 4 5 1 5.架設計画書 〔略〕 14 4 5 1 （削除） 林野庁の改正による

14 4 5 2 4-5-2 材料 〔略〕 14 4 5 2 4-5-2 材料 仮設構造物の材料については、第６編4-5-2材料の規定による。 林野庁の改正による

14 4 5 3 4-5-3 地組工 〔略〕 14 4 5 3 4-5-3 地組工 地組工の施工については、第１編3-14-2地組工の規定による。 林野庁の改正による

14 4 5 4 4-5-4 架設工
（クレーン架
設）

〔略〕 14 4 5 4 4-5-4 架設工
（クレーン架
設）

架設工（クレーン架設）の施工については、第１編3-14-3架設
工（クレーン架設）の規定による。

林野庁の改正による

14 4 5 5 4-5-5 架設工
（ケーブルク
レーン架設）

〔略〕 14 4 5 5 4-5-5 架設工
（ケーブルク
レーン架設）

架設工（ケーブルクレーン架設）の施工については、第１編3-
14-4架設工（ケーブルクレーン架設）の規定による。

林野庁の改正による
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編 章 節 項 項目見出し 現行条文 編 章 節 項 項目見出し 新条文 改正理由

現 行 一 部 改 正

※簡単な誤字の訂正、表現の統一、同内容の再掲、条ずれ等は省略。

15 1 8 15 1 8 3 1-8-3 基礎工の
施工

1.受注者は、切込砂利、砕石基礎工、割ぐり石基礎工の施工に
おいては、床掘り完了後（割ぐり石基礎には割ぐり石に切込砂
利、砕石などの間隙充填材を加え）締固めながら仕上げなけば
ならない。
2.土台基礎工に木材を使用する場合は、樹皮を剥いだ生木を用
いなければならない。
3.受注者は、土台基礎工の施工にあたり、床を整正し締固めた
後、据え付けるものとし、空隙には、割ぐり石、砕石等を充填
し、締め固めなければならない。
4.受注者は片梯子土台及び梯子土台の施工にあたっては、部材
接合部に隙間が生じないように土台を組み立てなければならな
い。
5.受注者は止杭一本土台の施工にあたっては、上部からの加重
の偏心が生じないように設置しなければならない。
6.受注者は、土台基礎工に用いる木材について設計図書に示さ
れていない場合は、樹皮を剥いだ生松丸太で、有害な腐れ、割
れ、曲がり等のない材料を使用しなければならない。
7.止杭の先端は、角すい形に削るものとし、角すい形の高さは
径の1.5倍程度にしなければならない。

林野庁の改正による

15 1 8 15 1 8 4 1-8-4 木製治山
ダム本体工

1.受注者は、横木、枠木の組み立ては設計図書によらなければ
ならない。
2.受注者は、横木、枠木の吊り込みにあたっては、木材に損傷
を与えないようにしなければならない。
3.受注者は、枠内中詰石材投入施工前の倒れ防止については、
切梁等による押え等を施工しなければならない。
4.受注者は、中詰石材（礫、栗石等）を詰める作業をできるだ
け木材の組立と並行して層ごとに行い、中詰石材（礫、栗石
等）の単位体積重量が得られるように詰めなければならない。
5.受注者は、枠内中詰石材投入の際には、木製枠に直接詰石、
建設機械等が衝突し、木材を損傷させないようにしなければな
らない。

林野庁の改正による

15 5 2 15 5 2 7 5-2-7 獣害防護
柵設置

1.受注者は、設計図書に基づき、防護柵を設置しなければなら
ない。
2.受注者は、設置作業をする前に測量等を実施し、支柱等の設
置箇所について、監督員に協議しなければならない。
3.防護柵の数量等
受注者は、防護柵の種類、規格、数量について監督員に協議
し、同意を得ること。
4.木製支柱
柵の支柱等に係る木材については、次によりものとする。
（１）間伐材又は合法性・持続可能性が証明された木材を使用
すること。
（２）（１）の木材のうち、合法性・持続可能性が証明された
木材である場合は、証明書を監督員に提出し確認を受けるこ
と。
（３）使用する木材は、乾燥材（含水率30%以内）とし防腐処理
をするものとする。
また、防腐処理の証明書を監督員に提出し確認を受けること。

林野庁の改正による


